
　　キャリアアップ助成金　正社員化コース支給申請　チェックリスト 28.4.1

支給申請期間

＝就業規則・規定日
転換日＝ ⇒ ２か月・３か月・４か月・５か月

（新規雇入日） 給与締日＝  　・　 　・  　・　 　・   ２ケ月以内
給与支払日＝  　・　 　・  　・　 　・ 翌日～

1 □ 原紙

2 □ 原紙

3 □ 原紙

4 □ 原紙

5 □ 原紙

6 □ 必要時

7 □ 写し

8 □
写し

（申立書は
原紙）

9 □
写し

（申立書は
原紙）

10 □
必要時写し
（申立書は

原紙）

11 □ 写し

12 □
写し

（申立書は
原紙）

13
必要時写

し
（申立書は

原紙）

14 □ 写し

15 □ 写し

16 □ 写し

17 □ 写し

18 □ 写し

19 □ 写し

20 □ 写し

21 □

a　/　b
選択
a原本
b写し

22 □

必要時
a
|
e

選択
写し

23 □
必要時

a-c
選択
写し

24 □
必要時

写し

25 □ 必要時

26 □ -----

◆　上記の書類の他に、別途労働局長が書類の提出を求める場合があります。

（④有期⇒多様⑤無期⇒多様⑥多様⇒正規）

転換または直接雇用した労働者に対し、正規雇用労働者、多様な正社員としての賃金を６か月分支給した日の翌
日から起算して２か月以内に管轄のハローワークまたは、静岡労働局に以下の書類を提出ください。

転換後または直接雇用後に対象労働者が適用されている労働協約または就業規則（管轄労働基準監督署
届出印付）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※上記８と同
じものである場合を除く※常時１０人未満の労働者を使用する事業主の場合、事業主と労働者全員の連署押印による申立書にて届

※下記に記載されている提出資料と併せキャリアアップ助成金のご案内を確認してください。

個人番号（マイナンバー）が記載された書類の添付は有りません。

【様式第７号（第１面）】キャリアアップ助成金支給申請書

【帳票種別：３２８５０】支払方法・受取人住所届　　　（未提出・変更する場合に必要）

【共通要領様式第１号】支給要件確認申立書（キャリアアップ助成金）

【様式第７号（別添様式１－１】１－１正社員化コース内訳

【様式第１号（表紙・共通・計画）】キャリアアップ計画書（確認印を受けたもの）

【様式第７号（別添様式１－２】　（継紙）

正規雇用労働者に適用される就業規則（管轄労働基準監督署届出印付）※上記８項と同じである場合を除く
※常時１０人未満の労働者を使用する事業主の場合は、事業主と労働者全員の連署押印による申立書にて代用可

転換日または直接雇用日に雇用されていた正規雇用労働者の労働条件通知書等

【様式第７号（別添様式１－２】１－２正社員化コース対象労働者詳細

当該転換制度を規定した、労働協約または就業規則（管轄労働基準監督署届出印付）その他これに準ず
るもの

派遣労働者を直接雇用する場合
　　１）直接雇用前の労働者派遣契約書　　２）派遣先管理台帳　（派遣労働者と雇用している労働者の合計が５人以下は不要）

対象労働者の転換後、または雇入れ後の労働条件通知書など

対象労働者の転換前６か月分の出勤簿等　（タイムカード等、出勤状況の確認できる書類）
　　　※派遣の場合は不要　　　　「有期実習型訓練修了者は有期実習型訓練の開始日から転換日までの分」
対象労働者の転換後、または直接雇用後６か月分の出勤簿等　 （転換日、または雇入れ後６か月分）

当該雇用区分を規定した、労働協約または就業規則（管轄労働基準監督署届出印付）
※常時１０人未満の労働者を使用する事業主の場合、事業主と労働者全員の連署押印による申立書にて届出代用可

若者雇用促進法に基づく認定事業主が３５歳未満の者を転換等の場合は認定証の写し

対象労働者の転換前、または雇入れ前の労働条件通知書など 

対象労働者に母子家庭の母等が含まれる場合は、次のaからfのいずれかの書類、その他
母子家庭の母等である対象労働者の氏名および母子家庭の母等が確認できる書類
　　□a  国民年金法に基づく遺族基礎年金の支給を受けている国民年金証書
　　□b  児童扶養手当法に基づく自動扶養手当の支給を受けている証明書類
　　□c　母子および寡婦福祉法に基づく母子福祉資金貸付金の貸付決定通知書
　　□d　日本国有鉄道改革法に規定する特別割引制度に基づく市区町村長または社会福祉事務所長発行の特定者資格証明書
　　□e　市区町村長、社会福祉事務所長、民生委員などが母子家庭の母等であることを証明する書類
　　□ｆ　 住民票（個人番号の記載の無いもの）および母子家庭の母等申立書（ａからｅが難しい場合に限る）

対象労働者に父子家庭の父が含まれる場合は、次いずれかの書類、その他
父子家庭の父であることが確認できる書類
　　　※上記21（ｂ，ｄ，ｅ）により確認できる書類

中小企業事業主である場合、中小企業事業主であることを確認できる次のいずれかの書類
　　□a　企業全体の常時使用する労働者の数により、中小企業事業主に該当する場合
　　　　⇒【様式第８号】事業所確認票
　　□b 企業の資本の額または出資の総額により、中小企業事業主に該当する場合
　　　　⇒登記事項証明書、資本の額または出資の総額を記載した書類など

対象労働者の転換前６か月分の賃金台帳等　　　　（転換日から６か月前の日までの賃金分）
　　　「有期実習型訓練修了者は有期実習型訓練の開始日から転換日までの分」
対象労働者の転換後、または雇入れ後６か月分の賃金台帳等
　　　（転換日、または雇入れ後６か月経過した日までの賃金分）

勤務地限定性社員制度または職務限定性社員制度を新たに規定した場合の加算の適用を受ける場合は
上記10の書類に加え当該雇用区分の規定前の労働協約または就業規則（管轄労働基準監督署届出印付）
※常時１０人未満の労働者を使用する事業主の場合、事業主と労働者全員の連署押印による申立書にて届出代用可

勤務地限定性社員制度または職務限定性社員制度を新たに規定した場合の加算の適用を受ける場合は上記8の書類に加え当該転換
制度の規定前の労働協約または就業規則（管轄労働基準監督署届出印付）その他これに準ずるもの（上記12と同じである場合を除く）
※常時１０人未満の労働者を使用する事業主の場合、事業主と労働者全員の連署押印による申立書にて届出代用可

短時間正社員＝ 人：（有期・無期転換 人、派遣直接雇用 人）

６か月後

の前日

含む

給与日

１か月後

の前日

含む

給与日

職務限定正社員＝ 人 ：（有期・無期転換 人、派遣直接雇用 人）勤務地限定正社員＝ 人 ：（有期・無期転換 人、派遣直接雇用 人）

★

対

象

労

働

者

毎

に

纏

め

る

★

正規雇用＝ 人：（有期・無期転換 人、派遣直接雇用 人）


